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佐野市水道事業徴収等業務委託要求水準書

第１章 総 則・一般事項

（目的）

第１条 この要求水準書は、佐野市水道事業（以下「委託者」という。）が委託する水道

料金、下水道使用料及び農業集落排水使用料並びに業務遂行に係る手数料（以下「水

道料金等」という。）の徴収業務（以下「委託業務」という。）について必要な事項を

定めるものである。

（適用）

第２条 受託者は、委託業務の遂行に関して、この要求水準書に定める事項を遵守しな

ければならない。

２ 受託者は、この要求水準書に定める事項を満たす限りにおいて、委託業務に関し自

由に提案を行うことができるものとする。

３ 受託者が提出する提案については、委託者と受託者で協議の上、その内容を委託業

務の履行に反映させるものとする。

（法令等の遵守義務）

第３条 受託者は、委託業務の履行にあたっては、業務に関する関係法令規則、佐野市

水道事業給水条例、佐野市下水道条例及び関係規程等を遵守しなければならない。な

お、受託者は市が行う業務であることを十分認識し、親切・丁寧な対応を心掛け、市

民に対し不快となる言動・態度をとってはならない。

（委託業務の履行期間）

第４条 委託業務の履行期間は、令和４年４月１日から令和９年３月３１日までとする。

ただし、契約の締結日から令和４年３月３１日までは、業務委託の準備期間とし、そ

の期間に要する費用は受託者の負担とする。

（業務の執務場所）

第５条 受託者は、次の場所において委託者の指定する業務を行い、必要な人員を配置

するものとする。

(１) 佐野市上下水道局内 佐野市大橋町１１６５

２ 業務執行場所の名称は「佐野市水道お客さまセンター」（以下「お客さまセンター」

という。）とする。

（委託業務の内容）

第６条 委託業務の内容は次のとおりとし、委託業務の実施にあたっては、この要求水

準書の定めに従い履行するものとする。

(１) 受付業務

(２) 開始及び中止精算業務

(３) 検針業務

(４) 収納業務

(５) 滞納整理及び給水停止業務

(６) 検定満期メーター交換管理業務
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(７) 会計業務

(８) 下水道等使用料賦課人数管理業務

(９) 給水装置工事管理業務

(１０) 電子計算処理業務

(１１) その他前各号に付随する業務

（営業時間）

第７条 営業時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までとする。ただし、佐野市

の開庁時間に準じた営業時間とし、窓口の延長等がある場合は、必要に応じて実施す

る。また、土曜日については休日営業を行うものとする。

２ 受託者の休業日は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年７月２０日法律第１７８

号）に定める休日、日曜日及び年末年始（１２月３１日から１月３日まで）（以下「休

業日」という。）とする。ただし、国民の祝日に関する法律に定める休日が、土曜日と

重なる場合はこの限りではない。また、検針業務については計画予定表による。

（営業時間外の対応）

第８条 営業時間外の対応は、次のとおりとする。

(１) 営業時間外に水道料金等の収納が発生しないように十分な対策を講じるもの

とする。

(２) 営業時間外の受付窓口は、「佐野市浄水場等運転管理業務委託」の受託者によ

り開設される夜間休日窓口とする。

(３) 営業時間外に夜間休日窓口より連絡を受けて、急を要する場合又はやむを得な

い事情で収納及び開栓業務等が発生した場合においては、受託者において判断し

適切に処理するものとする。

（従事者名簿の提出）

第９条 受託者は、委託業務に従事する従事者（臨時的雇用を含む。以下同じ）の名簿

を作成し、毎年度の業務開始時に委託者に提出しなければならない。

２ 受託者は、提出した従事者の名簿に変更が生じた場合は、速やかに変更届を委託者

に提出しなければならない。

（業務責任者）

第１０条 受託者は、要求水準書等に定められた事項の処理にあたり業務を管理・施行

するため、業務従事者の中から業務責任者を選任しなければならない。

２ 業務責任者は、５年以上の委託業務実務経験を有する者を選任しなければならない。

３ 業務従事者の配置にあたっては、水道法に定める給水装置工事主任技術者免状の交

付を受けた者を１名以上配置するものとする。

４ 業務責任者は、要求水準書等の処理に関して、その運営管理をしなければならない。

（業務従事者）

第１１条 業務従事者の２分の１以上は、３年以上の実務経験者とする。

（現金取扱者の指定）

第１２条 受託者は、現金を適切に管理するため、業務従事者の中から現金取扱者を指
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定しなければならない。

（委託業務監督者の選任）

第１３条 委託者は、業務委託要求水準書の第１章第１０条に掲げる業務責任者を指揮

し、監督するため、委託業務監督者（以下「監督者」という。）を選任する。監督者は

委託者が職員の中から選任する。

（監督者の役割）

第１４条 監督者の役割は、次のとおりとする。

(１) 業務責任者等に対する指示及び指導並びに協議

(２) 業務委託要求水準書に基づく業務モニタリング

(３) その他、委託者が指示する業務の連絡調整

（委託業務体制）

第１５条 土曜日の営業時間には、次のとおりお客さまセンターに従事者を配置しなけ

ればならない。

(１) 佐野市上下水道局内 ２名以上

２ 営業日の１２時から１３時の時間帯については、電話対応、窓口対応等の通常業務

に支障がないよう十分に配慮し、必要に応じて業務体制を変更するなどして委託業務

を履行するものとする。

３ 受託者は、夜間や休日の営業時間外についても確実に連絡がとれるよう、緊急連絡

先等を事前に監督者に提出するものとする。

４ 受託者は、確実に業務を履行するため、委託業務開始から最低６か月の間は、業務

従事者のほかに業務に精通する従事者４名以上を常時配置し、バックアップ体制及び

応援体制を確保するものとする。ただし、検針員を除く業務従事者の３分の２以上が

前委託契約から引き続き従事する場合はこの限りでない。

（業務従事者の教育・研修）

第１６条 受託者は、受託者の責務、業務の処理手順、情報の管理、法令等の遵守、接

遇、給水設備全般の知識、その他委託業務に従事するにあたって必要な事項に関する

教育・研修を適宜実施し、常に業務従事者の能力向上に努めなければならない。

２ 受託者は、前項の教育・研修を実施した場合、その実施状況を監督者に報告する。

３ 受託者は、業務従事者に交代のあるときは、業務内容の引継ぎを行わせ、円滑な業

務遂行が実施できるようにしなければならない。

（現金等の取扱い）

第１７条 委託者は、委託業務の施行にあたり、領収日付印を受託者に貸与するものと

する。

２ 受託者は、窓口、訪問収納等における現金の取扱いには、つり銭違い等のミスまた

は盗難等の事故に遭わないよう細心の注意を払わなければならない。

３ 小切手による収納については、小切手の内容等を充分に確認のうえ受け取るととも

に、受領には納付受託証書を手渡すものとする。また、領収書は、小切手の現金化が

確認された後に、使用者等へ送付するものとする。この場合において、小切手の不渡

り等の事故が発生したときは、受託者がその処理を行うものとする。なお、小切手の

取扱いについては、「佐野市水道事業及び下水道事業会計規程」を遵守しなければな
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らない。

（届出義務）

第１８条 次に該当する事項は、直ちに監督者に届け出なければならない。

(１) 受託者の名称、所在地、業務責任者、業務従事者、現金取扱者に変更があった

とき。

(２) 前号に定めるもののほか、委託業務の履行上必要があると認められるとき。

（金品等の収受の禁止）

第１９条 受託者は、委託業務の施行に関して、いかなる理由でも水道使用者等から委

託業務の履行に係る水道料金等以外の金品、その他のものを収受してはならない。

（秘密の保持）

第２０条 受託者は、次に該当する事項は秘密を保持しなければならない。

(１) 委託業務の施行に際して知り得た事項は、一切第三者に漏らしてはならない。

(２) 電子計算機に入力されている情報及び委託業務を履行するために用いた資料

並びにその結果等についても、委託者の許可なく第三者に転写、複写、閲覧又は

貸出等をしてはならない。

(３) 委託業務完了後は、監督者の指示により、保存を要するとされたものを除き、

抹消、焼却、切断等の方法により処分し、使用不可能にしなければならない。

（個人情報の保護）

第２１条 受託者は、委託業務の施行に伴い個人情報を取り扱うときは、佐野市個人情

報保護条例（平成１７年２月２８日佐野市条例第９号）を遵守しなければならない。

２ 受託者は、個人情報保護の観点からプライバシーマーク及び情報セキュリティマネ

ジメントシステムのセキュリティ規格を取得しているものとする。

（徴収業務受託者の周知）

第２２条 委託者は、委託業務開始の日までに、佐野市広報誌、市ホームページ等によ

り、本契約の受託者について周知するものとする。

２ 受託者は、本契約の受託者であることを周知するチラシを作成し、委託業務開始前

に配布するものとする。配布方法は検針時における現地での投函、または郵送による

全戸配布とする。

３ 前２項の規定は、受託者が引き続き委託業務を行う場合は、監督者との協議により

省略することができる。

（委託業務の引継ぎ）

第２３条 受託者は、委託業務を着手する前に、速やかに委託業務に関する一切の事務、

電子データ及び業務の履行に必要な引継ぎを受けて研修を行い、業務の遅延やサービ

ス低下を招いてはならない。

２ 受託者は、委託業務を終了するときは、新たな受託者が支障なく業務を履行できる

ように引継ぎを行わなければならない。ただし、受託者が前委託契約から引き続き受

託した場合は、監督者との協議により引継ぎを省略することができる。

３ 受託者は、委託契約の終了する日までに収納した水道料金等を、監督者が指定する

日までに佐野市上下水道事業出納取扱金融機関（以下「出納取扱金融機関」という。）

に入金することとする。
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（受託者の創意工夫）

第２４条 受託者は、委託業務の履行にあたり、常に創意工夫を心がけ、業務の効率化

を目指さなければならない。

（経費の負担）

第２５条 受託者は、要求水準書に明示されていない事項でも、業務の性質上関連した

業務は受託金額の範囲内で履行しなければならない。また、経費負担は、別紙１「経

費の負担区分について」に従うものとする。

第２章 委託業務の内容

（委託業務量）

第２６条 委託業務量は、概ね次のとおりとする。

(１) 定例検針の件数

ア 水道メーター 年間約 ３１８，７００件

イ 水道水以外のメーター（下水） 年間約 ８００件

(２) 使用開始、中止に関する業務

ア 開栓件数（開始） 年間約 ８，１００件

イ 閉栓件数（中止） 年間約 ７，７００件

(３) 収納に関する業務（上下水共通）

ア 納入通知書発送件数 年間約 ７０，０００件

イ 督促状発送件数 年間約 １７，２００件

ウ 催告書発送件数 年間約 ８，２００件

エ 給水停止予告通知書発送件数 年間約 ３，５００件

オ 口座振替済通知書発送件数 年間約 １，４００件

カ 口座振替不能通知書発送件数 年間約 ４，８００件

(４) 検定満期メーター交換管理業務 年間約 １０，０００件

(５) 給水装置管理に関する業務

ア 給水装置工事の受付補助業務 年間約 ９，１００件

イ 設計審査補助業務 年間約 ３，８００件

ウ 市道及び国県道の占用申請受付補助業務

年間約 ９３０件

エ 給水装置工事の現場管理補助業務

年間約 ５，０００件

オ 水道メーター検針員等の報告によるメーター一次側の漏水対応

年間約 １，５００件

カ 指定給水装置工事事業者による新規、変更、休止、廃止の申請受付

年間約 ２００件

（受付業務）

第２７条 受付業務は次のとおりとする。

(１) 給水開栓使用申込書（新規）の受付

(２) 給水開栓使用申込書（再開）の受付
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(３) 給水中止（廃止）届出書の受付

(４) 使用者変更届出書の受付

(５) 口座振替依頼書の受付

(６) 口座振替納入者の領収書再発行

(７) 納入通知書の再発行

(８) 減免処理の確認

(９) 納入済証明書の発行

(１０) 下水道使用開始（休止、廃止、再開）届の受付

(１１) その他前各号に付随する業務

（開始及び中止精算業務）

第２８条 水道、公共下水道及び農業集落排水使用開始及び中止精算業務は、次のとお

りとする。

(１) 使用者等からの使用開始及び転居等による中止の受付

(２) 給水開栓使用申込書（新規及び再開）及び給水中止（廃止）届出書の記入

(３) メーター指針値の読取り及び開栓

(４) メーター指針値の読取り及び料金算出並びに閉栓

(５) 水道料金等の未納有無調査

(６) 水道料金等の受領

(７) 転居先の調査

(８) その他前各号に付随する業務

（検針業務）

第２９条 水道、公共下水道及び農業集落排水の検針業務は、次のとおりとする。

(１) 検針データの作成

(２) 定例検針

(３) 再検針・再調査

(４) 検針会議の開催

(５) その他前各号に付随する業務

（収納業務）

第３０条 収納業務は、次のとおりとする。

(１) 窓口収納（水道料金等）

(２) 銀行等窓口収納

(３) 口座振替等収納

(４) コンビニエンスストア収納

(５) 現金書留収納

(６) 小切手の収納

(７) 窓口収納金の入金

(８) 納入通知書の発行

(９) 過誤納金の還付

(１０) 訪問収納

(１１) その他前各号に付随する業務
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（滞納整理及び給水停止業務）

第３１条 滞納整理及び給水停止業務は、次のとおりとする。

(１) 現地訪問及び水道料金等未納金の収納

(２) 井戸水使用者への現地訪問及び下水道使用料未納金の催告等

（３） 滞納整理訪問記録の作成及び管理

(４) 給水停止通知書の作成及び発送

(５) 給水停止による閉栓作業

(６) 給水停止作業報告書の作成

(７) 給水停止解除による開栓作業

(８) 転居先の調査

(９) その他前各号に付随する業務

（検定満期メーター交換管理業務）

第３２条 検定満期メーター交換管理業務は、次のとおりとする。

(１) 交換データの抽出及びリスト作成

(２) 交換出庫伝票用紙の作成及び出力

(３) 交換お知らせ通知の作成及び発送準備

(４) 交換用メーターの仕分けと窓口配布

(５) 交換後メーターの窓口受領及び指針確認

(６) 交換後のデータ処理

（７） 検定満期メーター交換業者との調整補助

（会計業務）

第３３条 会計業務は、次のとおりとする。

(１) 予算編成に関する業務

ア 査定後の見積資料の入力及び保管

イ 補正予算決定時の事務処理補助

(２) 予算編成資料整理に関する業務

ア 税計算の予算編成入力補助

イ 予算背景資料の作成補助

ウ 局内資料の作成補助

(３) 予算執行管理における流用伝票の作成に関する業務

(４) 決算書作成における決算整理に関する業務

(５) 決算参考付属資料における作成補助に関する業務

(６) 減価償却費のデータ入力業務

(７） 工事内訳整理簿の入力補助に関する業務

(８) 図面整理保管に関する業務

(９) 受贈財産管理における配管図面のコピー及び保管に関する業務

(１０) 伝票の起票に関する業務

ア 収入伝票の起票

イ 支出伝票の起票補助

ウ 振替伝票の起票
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エ 入出庫伝票の起票

(１１) 例月出納検査資料作成に関する業務

ア 合計残高試算表の作成補助

イ 資金予算表の作成補助

ウ 収益費用明細書の作成補助

(１２) 購入伝票の起票に関する業務

(１３) その他前各号に付随する業務

（下水道等使用料賦課人数管理業務）

第３４条 下水道等使用料賦課人数管理業務は、次のとおりとする。

(１) 下水道等使用料賦課人数確認通知の作成及び発送準備

(２) 下水道等使用料賦課人数変更の申請受付及び入力処理

（３） 委託者の指示による現地調査

(４) その他前各号に付随する業務

（給水装置工事管理業務）

第３５条 給水装置工事管理業務は、次のとおりとする。

(１) 給水装置工事の受付補助業務

ア 来庁者に対する窓口対応

イ 加入金・手数料等の案内

ウ 給水装置工事完了届の受理及び確認

エ 給水装置所有者変更届の受付

オ 管網図閲覧対応

(２) 設計審査補助業務

ア 分水工事の事前相談

イ 設計審査件数の集計

(３) 市道及び国県道の占用申請受付補助業務

ア 道路管理者との事前協議

イ 道路占用図面の確認及び道路占用申請書の作成

ウ 道路占用申請業務

エ 道路占用許可申請数の集計

(４) 給水装置工事の現場管理補助業務

ア 分水工事の現場立会い及び工事業者への指導

イ 給水装置等の法令適合確認

ウ 給水装置工事の竣工検査及び図面修正並びに工事業者への指導

エ 分水工事件数の集計

オ 給水装置工事竣工検査数の集計

(５) 水道メーター検針員等の報告によるメーター一次側の漏水対応

ア 残留塩素測定用試薬による現地調査

イ 委託者への報告

ウ 当番工事業者への工事手配（委託者の指示による）

(６) 指定給水装置工事事業者による新規、変更、休止、廃止の申請受付
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(７) その他前各号に付随する業務

（電子計算処理業務）

第３６条 電子計算処理業務は、次のとおりとする。

(１) コンピュータ機器、端末機の運用

(２) システムの運用

(３) データ入力処理

ア 異動処理

イ 発行処理

ウ 照会処理

(４) データの管理

(５) 各種帳票類の出力処理及び管理

(６) その他前各号に付随する業務

（水道料金等の減免業務）

第３７条 水道料金等の減免業務は、次のとおりとする。

(１) 受託者は、委託者の規定に基づき処理し、監督者にその結果を報告するものと

する。

(２) 受託者は、監督者から指示を受けた後、「水道使用料等の変更について（お知ら

せ）」を申請者に通知するとともに、速やかに水道料金等の収納又は還付を図るも

のとする。

（水道料金等の徴収努力）

第３８条 受託者は、次に掲げる目標値の徴収努力をしなければならない。

(１) 年度末においては、当年度調定額の９５％以上の額

(２) 調定２年を経過したときの収納率は、９９．７％以上の額

２ 徴収努力の報告の場として、定例調整会議を毎月 1回以上開催するものとし、受

託者は、各月末における収納率の状況等を監督者に報告し、その数値達成について協

議するものとする。

（その他）

第３９条 その他、委託業務実施にあたっての詳細は、別に定める「佐野市水道事業徴

収等業務事務処理要領」によるものとする。

第３章 委託業務の実施

（身分証明書及び服装）

第４０条 受託者は、委託業務に従事する従事者の身分証明書を作成し、委託者の承認

を得なければならない。

２ 発行された身分証明書は、有効期限が到来したとき又は従事者が退職したときは委

託者へ返却しなければならない。

３ 委託業務に従事するものは、身分証明書を常に携行しなければならない。使用者等

から提示を求められたときは、速やかに提示し、これを拒んではならない。

４ 委託業務の従事者は、常に統一的な服装を着用しなければならない。

５ 服装は、常に清潔にして使用者等に不快感を与えないよう留意する。
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（現地訪問時間）

第４１条 業務で現地訪問するときは、原則として営業時間内に行うものとする。ただ

し、時間指定のある場合又は至急の依頼等があったものについては、この時間以外及

び休業日においても柔軟に対応しなければならない。

（現地訪問時の言動）

第４２条 現地訪問時は次の事項を守らなければならない。

(１) 現地訪問で使用者等の土地・建物に立ち入る時は、立ち入り目的を告げ、必要

な範囲を越えて立ち入ってはならない。

(２) 使用者等には、常に親切、丁寧、かつ迅速な対応を行うものとする。

(３) 使用者等から水道に関する苦情、相談、問合せ等を受けたときは、明確に回答

できることのみを答え、誤解を招く回答は避けなければならない。その場で回答

できない苦情、相談、問合せ等を受けたときは、業務責任者等に報告し、指示を

受けて処理をするものとし、苦情等については、苦情相談受付簿に必ず記入する

ものとする。

(４) 水道料金等の請求にあたっては、態度・言葉づかいに十分注意し、感情的トラ

ブルに至らないようにするとともに、口論等は絶対に避けなければならない。

（業務専念義務）

第４３条 受託者は、委託業務従事中に他の営業行為をしてはならない。

（文書の郵送）

第４４条 納入通知書、督促状、催告書、給水停止予告通知書、その他委託業務の処理

上使用者等に送付する郵便物は、受託者において発送を代行する。

２ 発送した数量は月末に締め、業務月報と一緒に報告するものとする。

（文書の保管）

第４５条 委託業務に関する文書は、年度別、月別、処理日毎に日々整理し、所定の場

所に保管しなければならない。また、この場合の保管文書は、常に正確な情報を記し

た状態にしておくものとする。

２ 文書の廃棄にあたっては、佐野市文書管理規程（平成１７年２月２８日佐野市訓令

第２０号）によるものとし、廃棄前に監督者の指示を受けるものとする。

（帳票類及び委託者からの借用機器の取扱い）

第４６条 受託者は、帳票類及び委託者からの借用機器の取扱いに関し、次に掲げる事

項を遵守するものとする。

(１) 帳票類及び委託者からの借用機器は、汚損又は紛失することのないよう細心の

注意を払って取扱わなければならない。

(２) 帳票類及び委託者からの借用機器を汚損、紛失又は盗難等発生した場合は、速

やかに監督者へ報告し、監督者の指示に従い修復その他の処置をしなければなら

ない。

(３) 委託業務に使用する帳票類の在庫を管理し、使用状況を監督者へ報告すること。

（帳票類の提出）

第４７条 受託者は、委託者の指定する様式に従い、関係帳票及び月報を提出しなけれ

ばならない。
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第４章 委託料の支払

（委託料の請求）

第４８条 委託料の請求については、以下のとおりとする。

(１) 受託者は、委託料総額の６０分の１を毎月末日に所定の手続きに従い委託者へ

請求するものとする。

(２) 委託者は、受託者の請求を受けたときは、内容を審査のうえ請求書を受理した

日から起算して３０日以内に委託料を支払うものとする。

(３) 委託契約締結後、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の改正等によって消

費税額に変動が生じた場合は、委託者は、この契約をなんら変更することなく委

託料に相当額を加減して支払うものとする。

第５章 その他

（緊急災害時における緊急応援要請）

第４９条 自然災害等の発生に伴う緊急災害時において、委託者からの緊急応援要請が

あった場合は、これに応じるものとする。

（事故発生時の対応と報告書の提出）

第５０条 受託者は、次の各号に掲げる事故が発生した場合、直ちにその状況を監督者

に報告するとともに、事故報告書を作成し、提出しなければならない。

(１) 収納済納入通知書及び領収日付印の紛失

(２) 収納した水道料金等の紛失、盗難等

(３) 身分証明書の紛失

(４) 委託業務に関する電子データ及びその関連文書等の紛失、滅失、毀損等

(５) 使用者及び第三者に損害を与えたとき

(６) その他監督者に報告する必要があると認められるもの

（事故等の処理）

第５１条 前条に規定する事故等の処理については、委託者と受託者で協議のうえ行う

ものとする。ただし、受託者において事故発生時に何らかの措置を講ずる必要がある

と判断した場合は、受託者の責任において当該措置を講じるものとする。

（損害賠償責任）

第５２条 受託者は、次に掲げる損害賠償責任を負うものとする。

(１) 受託者は、委託業務を履行するにあたり委託者に損害を与えたときは、その損

害を賠償しなければならない。

(２) 委託業務の履行に関し第三者に損害を与えたときは、受託者がその賠償責任を

負う。ただし、委託者の重大な過失に起因する場合、又は天災事変及びその他不

可抗力に起因する場合など委託者に特別の事情があると認めるときは、この限り

でない。

(３) 前号の損害賠償責任については委託者と受託者で協議し、決定するものとする。

（協議）
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第５３条 この要求水準書に規定するもののほか、業務上の解釈に疑義が生じた場合は、

委託者と受託者で協議のうえ決定するものとし、解決できない場合や、緊急を要する

場合は、委託者の指示によるものとする。

２ この要求水準書は委託者と受託者双方合意のうえ、変更することができるものとす

る。ただし、この場合において、変更後の要求水準書は、業務の改善及び効率化等に

つながる内容でなければならない。



- 13 -

別紙１

経費の負担区分について

経費負担の区分については、以下のとおりとする。なお、下記の記載以外の経費

の負担については、監督者の指示に従うものとする。

○委託者が負担するもの

区分 備考

営業所家賃 指定する場所に営業所を設置すること

建物維持管理費 営業所のある建物に係る維持管理費

光熱水費
営業所の電気料、ガス使用料、水道料金、下水道使用

料

セキュリティ費 営業所防犯警備に係る経費

清掃費 営業所内清掃に係る経費

消防機器点検費 営業所内に設置してある消防機器点検に係る経費

使用営業車両駐車場 指定する場所に営業車両を置くこと

使用者（お客様）駐車場 指定する駐車場を利用

郵便物等発送料

以下の郵便物の郵送料については、委託者が直接郵

便事業者に支払う。

①水道料金等口座振替・自動振込利用申込書郵送料

②納入通知書郵送料

③水道料金等督促状郵送料

④水道料金等催告書郵送料

⑤その他委託者が業務上必要と認める郵便物郵送料

収納手数料

以下の経費は、金融機関等の契約締結の上支払う

①口座振替手数料

②郵便局払込手数料

③コンビニエンスストア等収納代行手数料

印刷製本費 水道料金等口座振替・自動振込利用申込書

事務用品

机、椅子、什器類、コピー機、ファクス、給水停止用

品、領収日付印

(注)コピー機以外の事務用物品の必要な数について
は、委託者と受託者との間で協議し決定する。
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○受託者が負担するもの

区 分 備 考

営業車両
営業車両の調達に係る経費、維持管理に係る経費、

燃料費

通信費
電話等に係る経費（携帯電話）

（注）インターネット使用に係る経費を含む

印刷製本費

①検針票（水道使用量のお知らせ）

②納入通知書（窓口発行用を含む）

③会計用納付書

④督促状

⑤口座不納通知書

⑥水道料金等催告書

⑦交換お知らせ用専用紙

⑧交換出庫伝票

⑨窓開き封筒（横型）

保険料
水道料金等収納に伴う業務上発生する不測の事態を

補完する各種保険料

事務用品
案内板、社内管理用パソコン、金庫、つり銭用現金、

その他業務に必要なもの


